
平成２８年度第三国定住難民に対する日本語教育事業
仕様書

１ 事業の趣旨

平成２６年１月２４日付け閣議了解「第三国定住による難民の受入れの実施につい

」 ， （ 「 」て 等に基づき 第三国定住により我が国に受け入れる難民 以下 第三国定住難民

という ）に対し，日本語習得のための便宜供与を行う事業を実施することにより，我。

が国への定住の促進及び円滑化を図ることを目的とする。

２ 事業の内容

（１）通所式の定住支援施設における日本語教育

① 外務省予算により「平成２８年度難民等定住支援事業」の実施のために設置

される通所式の定住支援施設（以下「定住支援施設」という ）における，第三。

国定住難民（平成２８年度においては予算上３０人を予定）を対象とした５７

２授業時間（１授業時間は４５分とする）の日本語教育（クラスは，受講者の

数や状況に応じて，４クラス程度設置 ）を行う。また，必要に応じて補講が行。

える体制を取る。

なお，第三国定住難民は，外務省予算により実施される出国前研修において

入門の日本語研修を受けた後，平成２８年１０月頃に入国予定であり，時間割

等は，外務省予算により実施される「平成２８年度難民等定住支援事業」の社

会生活適応指導や厚生労働省予算により実施される「平成２７年度難民等の定

住又は自活促進のための就職援助事業」の職業相談等と調整を行う。

② 面接及びテストを行い，受講者の日本語能力に合わせたクラス分けを行い，

定住後の日常生活を営む上で必要となる日本語を身に付けられるよう，効果的

な日本語教育を行う。

③ 授業によって担当講師の交代は可能だが，効果的な日本語教育を実施するた

めに授業内容の引き継ぎを十分に行う。また，定期的に課題やプログラムにつ

いて検討するための担当講師等による会議を行い，その結果等を文化庁に報告

する。

（２）教科書及び学習教材の提供等

① 第三国定住難民に対し，日本語教室で使用する教科書を提供する。

② 第三国定住難民に対し，学習教材（第三国定住難民の使用言語であるビルマ

語・カレン語・英語に翻訳されたもの）を必要に応じて提供する。

③ 第三国定住難民の日本語学習を支援するボランティアに対し，学習教材等を

必要に応じて提供する。提供先及び提供した学習教材等のリストを作成し，文

化庁に報告を行う。

④ 平成２７年度事業「第三国定住難民の定住後の継続的な自律学習を支援する

ための通信よる読み書き支援ツールの開発」により作成した教材を第三国定住

難民及び定住先の日本語学習支援者が活用できるよう，必要に応じて教材提供

を行う。また，平成２８年度同開発事業委託先が開催予定の「読み書き支援ツ

ール」の第三国定住難民向け説明会及び日本語学習支援者向け研修会の開催に

当たっては円滑に実施できるよう，開発事業委託先と連携し，定住先等との連



絡・調整を行うこと。

（３）日本語教育相談

定住支援施設に日本語教育に係る相談窓口を設け，日本語教育相談員を複数

名配置して，第三国定住難民及び定住先の地方公共団体や支援関係者からの相

談に対応し，適宜助言を行う（訪問相談を含む 。）

また，相談対応・助言を行った内容については，毎月５日まで（平成２９年

３月分については当月末日まで）に前月分の相談を受けた年月日・相談者・相

談内容・対応を書面により文化庁に報告する。ただし，緊急を要する案件につ

いては，その都度報告する。

特に，第三国定住難民の児童・生徒に対する日本語学習支援及び学校教育等

に関する専門性を有する人材を配置又は関係する分野の専門家等と連携し，助

言を求めることができる体制を取ること。

（４）日本語能力及び日本語使用状況調査

平成２２年度からこれまでに受入れた第三国定住難民の定住支援施設退所後

の日本語能力等について半年ごとに定期的な調査を行い，定住先における日本

語教育支援の実施状況及び第三国定住難民の日本語能力等の状況について検証

を行う。

また，調査結果の内容については，調査後，文化庁及び定住先の地方公共団

体，その他必要な日本語教育の支援関係者に対し，文化庁が別に定める書面に

より報告する。なお，調査結果の取扱いについては，第三国定住難民のプライ

バシーの観点から十分配慮する。詳細は 【別紙１】を参照。，

（５）本事業に関する定住先等への説明

定住支援施設を退所した第三国定住難民が定住する地域の地方公共団体及び

日本語教育関係機関等に対し，定住支援施設における日本語教育プログラムの

内容及び当該難民の日本語能力の状況等について十分に説明を行い，当該難民

が定住後も日本語学習が円滑に行われるよう地域の教育関係者の理解と協力を

得るよう努める。

また，定住後の第三国定住難民の日本語学習支援関係者との情報交換の機会

を設け，連携・協力を図るよう努めること。

（６）定住後の第三国定住難民に対する日本語教育

定住支援施設を退所した第三国定住難民が，定住先の地域において継続的に

日本語を学習できるよう日本語教育の支援体制を構築する。

定住先の地方公共団体及び地方公共団体が推薦する支援団体と連携・協力し

て，下記の取組の中から必要に応じて実施する 「定住後の第三国定住難民に対。

する日本語教育」については，３００万円以上４００万円以下の規模で計画す

ること。

○定住先の地方公共団体及び学校等の関係機関との連絡調整を行う日本語教育

コーディネーターの配置。

○定住先の地方公共団体及び関係機関との定期的な連絡・報告会の開催。



○地域住民や支援者との交流の機会の創出。

○第三国定住難民の生活に配慮した曜日・時間帯に安全に通える教室の提供。

○日本語指導者・支援者の配置及び研修。

※上記の取組の実施に際し，必要に応じて託児支援を実施する。

実施に際し，当該難民の定住先の地方公共団体等に事前に周知を行い，ニー

ズ等を把握した上で，年度計画を立て適切な支援を行う。また，実施に際して

は文化庁に照会すること。

また，支援内容については，毎月５日まで（平成２９年３月分については当

月末日まで）に前月分の取組について年月日・支援内容・参加者を書面により

文化庁に報告する。なお，再委託による実施の場合においても同様に照会・報

告を行うこと。

（７）本件事業に関する広報活動

第三国定住難民に対する日本語教育事業に関する広報資料の作成及び広報活動

を行うこと。

（注）上記（２）～（７）については，前年度の委託実施団体が支援を行ってきた第三

国定住難民も含め実施する必要があるため，当該団体から円滑な引継ぎを受ける

こと。

３ 事業実施期間

平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの１年間

平成２８年４月１日 第三国定住難民（平成２２，２３，２５，２６，２７

年度来日）に対する日本語教育事業開始

平成２８年１０月１日頃 第三国定住難民（平成２８年度来日）に対する日本語

教育事業開始

４ 留意事項

（１）文化庁による指示・監督

本委託事業が文化庁の委託により実施される事業であることを十分に踏まえ，

受託者は，その遂行に当たり，文化庁の指示・監督に従い活動するものとする。

また，本委託事業の運営方針や個々の業務については，契約締結の前後を問わ

ず，課題が生じた場合又は文化庁から求められた場合には，文化庁の指示・監督

に従い活動するものとする。

（２）定住支援に関わる職員との連携・協力

定住支援施設における日本語教育については，外務省予算で実施される「平成

２８年度難民等定住支援事業」の社会生活適応指導や厚生労働省予算で実施され

る「平成２８年度難民等の定住又は自活促進のための就職援助事業」の職業相談

， ，等に関わる職員とともに行うため これら定住支援に関わる職員と連携・協力し



定住支援全体の効率化・充実化を図る。

また，定住支援施設退所後の第三国定住難民の日本語教育を円滑に進める上で

必要な情報については，定住先の支援状況に応じて，これら定住支援に関わる職

員と正確な情報共有を行った上で，その都度文化庁に報告する。

（３）関係団体等との連携・協力体制の構築

本委託事業の実施に当たり，様々な関係団体等が円滑かつ積極的に連携・協力

できる体制を構築する。特に，定住先の地方公共団体及び学校教育機関，支援関

係者との間で，定住支援施設における日本語教育プログラムの実施内容及び当該

難民の日本語能力等に関する情報を必要に応じて共有し，定住後の円滑な日本語

学習支援体制の構築に資するように努める。

（４）個人情報の取扱い

第三国定住難民は，本国において政治的意見等，難民条約上の理由に基づく迫

害を受けていた可能性があるため，その個人情報の取扱いに十分配慮する。

（５）言語面に対する配慮

定住支援施設における日本語教育プログラムの円滑な実施，定住支援施設退所

後の定住先での継続的な日本語学習支援及び日本語能力調査等の実施に対する理

解を図るため，必要に応じて当該難民に対し，通訳を通じて十分に説明を行う。

（６）学習教材等の著作権

本委託事業によって生じた著作権は全て文化庁に帰属する。また，受託者は文

化庁からの指示により学習教材等の公表を行うこと。

（７）委託契約

本企画競争を経て選定された受託者と文化庁が締結する委託契約には次の①

から⑥に掲げる諸規定が明記されることに留意すること。

① 受託者は，支出負担行為担当官との委託契約を履行するに当たって，本委託

事業の全部を第三者に委託してはならない。

② 受託者は，支出負担行為担当官との委託契約履行において，本委託事業の一

部を第三者に委託しようとする場合は，再委託先の住所，氏名，再委託を行う

事業の範囲，再委託の必要性及び金額（以下「再委託に関する事項」という ）。

が記載された書面を提出し，支出負担行為担当官の承認を受けなければならな

い。

③ 受託者は，前項による再委託の相手方の変更等を行おうとする場合は，改め

て再委託に関する事項が記載された書面を提出し，支出負担行為担当官の承認

を受けなければならない。

④ 受託者が事業の一部を再委託しようとするときは文化庁の定める委託規定並

びに本契約書を準用することが出来る。



⑤ 支出負担行為担当官が，本委託事業の適正な履行の確保のため再委託の履行

体制の把握に必要な報告等を求めた場合には，これに応じなければならない。

⑥ 支出負担行為担当官は，本委託事業の適正な履行の確保のため必要があると

認めたときは，受託者に対し，本委託事業の履行体制等について書面による報

告を求めることができるものとする。

受託者は，支出負担行為担当官より本委託事業の履行体制等について報告を

求められた場合には，速やかに支出負担行為担当官に対して書面による報告を

しなければならない。

（８）経費の積算

， ， ， ， ，経費の積算に当たっては 人件費 事業費 再委託費 一般管理費等について

文化庁委託業務実施要領並びに事業実施団体の規定等に基づき適切な経費を計上

しなければならない。

５ 問合せ先

文化庁文化部国語課

〒100-8959 東京都千代田区霞が関３－２－２ 旧文部省庁舎５階

○事業内容に関する御相談
文化庁文化部国語課日本語教育専門職
電話番号 ０３－５２５３－４１１１（代表 （内線２６４４））
FAX番号 ０３－６７３４－３８１８

nihongo@bunka.go.jpE-mail

○会計・経費に関する御相談
文化庁文化部国語課協力推進係
電話番号 ０３－５２５３－４１１１（代表 （内線３１５８））
FAX番号 ０３－６７３４－３８１８

nihongo@bunka.go.jpE-mail



＜別紙１＞ 

第三国定住難民に対する日本語教育事業 

第三国定住難民に対する日本語能力及び日本語使用状況調査について 

 

１．調査の目的 

第三国定住難民に対する定住支援策の実施状況及び当該難民の我が国への定 

着状況等を的確に把握するため，当該難民が我が国に入国してから半年ごとに， 

当該難民の日本語能力等について調査を行う。 

 

２．調査の概要 

（１）日本語能力調査について 

①調査の対象 

定住支援施設退所後に日本に定住した第三国定住難民（以下「被験者」とい

う。）。 

※定住支援施設入所時に５歳以上の者。ただし，入所時に５歳未満で定住支 

援プログラムを受講していない子供が，定住先で小学校入学の学齢に達した 

場合，入学半年前より本調査の対象に含む。 

 

②調査の内容 

第三国定住難民の定住後の日本語能力を半年ごとに測定する。日本語能力 

については，日常生活を営む上で必要となる日本語の使用場面における課題 

を提示し，以下の３技能についてその達成度をⅠ入門，Ⅱ基礎，Ⅲ要支援， 

Ⅳ見守り，Ⅴ自立の５段階１２レベルで判定。 

 

○話す力：日常生活を営む上で必要となる口頭能力 

○読む力：文字情報を読み取る力，文章の内容を理解する力 

○書く力：情報を伝える文字力・文章力・文書作成能力 

 

③調査の方法 

日本語能力調査員２名（１名を主査，１名を副査とする。）が一組となり， 

被験者１名に対し，対面式の調査を行う。時間は１名につき３０～４５分と 

する。調査はあらかじめ被験者の同意を得た上で録音・記録し，主査・副査 

の２名で日本語能力評価基準表（別紙２）に基づき，レベルの判定を行う。 

 

④調査結果の報告 

被験者に対しては対面調査実施後，日本語能力調査員が日本語能力評価に 

ついてポートフォリオ（文化庁指定の様式に従う。）を作成し，フィードバ 

ックを行う。文化庁及び定住先の自治体等に対しては，調査終了後１か月を 

めどに調査結果を取りまとめ，書面にて報告を行う。また，必要に応じて， 

被験者及び当該難民の支援者等に対し，日本語能力調査員・日本語教育相談 

員が今後の日本語学習の進め方や教材等について指導・助言を行う。 

 



 

（２）日本語使用状況調査について 

①調査の対象 

定住支援施設退所後に日本に定住した第三国定住難民及び地域・職場・ 

学校等で当該難民と日本語でコミュニケーションを取る立場にある者。 

 

②調査の内容 

文化庁指定の調査票に従い，以下の項目について調査を行う。 

１．日本語学習状況について 

（１）日本語能力についての自己評価 

（２）日本語学習の状況 

（３）日本語の使用頻度や対象 

（４）日本語学習に対する希望 

（５）定住支援施設における日本語教育プログラムについて 

２．日本語及び母語の使用状況について 

（１）家庭内における日本語及び母語の使用状況 

（２）母語教育について 

３．学校（保育所）における日本語使用状況について 

４．就労先における日本語使用状況について 

 

③調査の方法 

日本語教育相談員が定住先を訪問し，被験者に聞き取り調査を行う。当 

該難民以外の調査対象者に対しては，対面での調査が不可能な場合，電話 

や書面による調査も可とする。 

 

④調査結果の報告 

調査終了後１か月をめどに調査結果を取りまとめ，書面にて文化庁に対し 

て報告を行う。その際，必要に応じて，今後の日本語学習支援の在り方等に 

ついて検討の上，定住先の自治体等に情報共有を行う。 

 

３．その他 

○調査は，年２回実施し，時期は９月・３月をめどに行うこと。 

○必要に応じて被験者の言語を理解する通訳を同行させること。 

○調査は，第三国定住難民に対する日本語教育事業の見直し，改善を図るとと

もに，必要な支援を行うために実施するものであることを調査対象者に十分

に説明し，調査結果の利用についても理解を得た上で実施すること。 

○調査の実施に際しては，定住先の自治体等に事前に所定の依頼文を送付し理

解・協力を得るとともに調査対象者の予定や事情に配慮しつつ行うこと。ま

た，必要に応じて外務省の生活状況調査の調査員と調整を行うこと。 

○調査結果については，当該難民や調査対象者等の個人情報を含むことから， 

取扱いには細心の注意を払うこと。 
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第三国定住難民に対する日本語能力評価基準表 【大人】 

 

段階 
レ
ベ
ル 

 言語行為 

話す力 読む力 書く力 

Ⅴ 自立 １１ 
時折文法的な誤り等が見られるものの，

問題なくやりとりを続けることができ

る。 

時折誤った解釈が見られるものの，辞書

等を使いながら様々な文書を読み，内

容・情報を読み取ることができる。 

時折文法的な誤り等が見られるものの，

漢字を交え適切な書式・書体で文書を作

ることができる。 

Ⅳ 見守り 

１０ 
９ 
８ 

必要に応じて周囲の助けを借りながら,

やりとりを続けることができる。 

必要に応じて周囲の助けを借りながら,

学校や役所等からの文書を読み，おおよ

その内容・情報を読み取ることができ

る。 

必要に応じて周囲の助けを借りながら,

漢字を交え用途に応じた書式で文書（メ

ール・履歴書等）を作ることができる。 

Ⅲ 要支援 

７ 
６ 
５ 

助けがあれば,やりとりを続けることが

できる。 

助けがあれば,平易な文章を読み，おお

よその内容・情報を読み取ることができ

る。 

助けがあれば,自分に関する基本的な情

報や，平易な連絡・報告等の文章を書く

ことができる。 

Ⅱ 基礎 

４ 
３ 
２ 

かなりの助けがあれば,単語や短い文で

何とかやりとりできる。 

かなりの助けがあれば,ひらがな・カタ

カナで書かれた平易な文章を読み，その

内容・情報を読み取ることができる。生活

の中のいくつかの漢字（標識等）の意味

を理解することができる。 

かなりの助けがあれば,ひらがな・カタ

カナで平易な文章を書くことができる。 

Ⅰ 入門 １ 
いくつかの単語を理解し,定型の挨拶と

最低限の自己紹介ができる。 
ひらがな 50 音を読むことができる。 ひらがな 50 音を書くことができる。 

 
 

０ 日本語を全く話すことができない。 日本語を全く読むことができない。 日本語を全く書くことができない。 
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第三国定住難民に対する日本語能力評価基準表 【子供】 

 ※本調査での評価対象は生活言語とする。学習言語は評価に含まない。 

段階 
レ
ベ
ル 

 言語行為 

話す力 読む力 書く力 

Ⅴ 自立 １１ 
時折文法的な誤り等が見られるものの，

問題なく年齢や学年に応じたやりとり

を続けることができる。 

時折誤った解釈が見られるものの，必要

に応じて辞書等を使いながら，年齢や学

年に応じた読み物を読み，内容・情報を

読み取ることができる。 

時折文法的な誤り等が見られるものの，

必要に応じて辞書等を使いながら，年齢

や学年に応じたまとまりのある文章を

書くことができる。 

Ⅳ 見守り 

１０ 
９ 
８ 

必要に応じて周囲の助けを借りながら，

やりとりを続けることができる。 

必要に応じて周囲の助けを借りながら，

ある程度の漢字を含む様々な読み物を

読み，おおよその内容・情報を読み取る

ことができる。 

必要に応じて周囲の助けを借りながら，

ある程度の漢字を含むまとまりのある

文章を書くことができる。 

Ⅲ 要支援 

７ 
６ 
５ 

助けがあれば，やりとりを続けることが

できる。 

助けがあれば，ある程度の漢字を含む平

易な文章を読み，その内容・情報を読み

取ることができる。 

助けがあれば，ある程度の漢字を含む平

易な文章を書くことができる。 

Ⅱ 基礎 

４ 
３ 
２ 

かなりの助けがあれば，単語や短い文で

やりとりできる。 

かなりの助けがあれば，ある程度の漢字

を含む平易な文章を読み，その内容・情

報を読み取ることができる。 

かなりの助けがあれば，ある程度の漢字

を含む平易な文章を書くことができる。 

Ⅰ 入門 １ 
いくつかの単語を理解し，定型の挨拶と

最低限の自己紹介ができる。 
ひらがな 50 音を読むことができる。 ひらがな 50 音を書くことができる。 

 
 

０ 日本語を全く話すことができない。 日本語を全く読むことができない。 日本語を全く書くことができない。 


